
実施要綱－19 

物件番号 ３ 物 件 明 細 

所 在 地 
（住居表示） 

松原市大堀四丁目494番2 
（松原市大堀四丁目１番街区） 

交通機関 Osaka Metro 谷町線 長原駅 南約1,4kｍ 

最低売却価格 １８，４３０，０００円 

面   積 登記 380.00㎡ 実測 380.89㎡ 登記地目 雑種地 

接面道路の 
状   況 

東側：府道・幅員約10.7ｍ・舗装有・高低差無・歩道無 

法
令
等
に
基
づ
く
制
限 

都市計画法 

区 域 区 分 市街化区域 

用 途 地 域  準工業地域 

地 域 地 区  準防火地域 

建 ぺ い 率  60％ 容 積 率  200％ 

その他の 
法令等 

河川法（大和川河川保全区域）文化財保護法（埋蔵文化財包蔵地・大堀遺跡） 
宅地造成及び特定盛土等規制法（宅地造成等工事規制区域） 
景観法（大和川沿岸区域）屋外広告物法（路線型表示制限区域） 

 航空法（八尾空港） 

私道の負担等に 
関する事項 

負担の有無  無 

負担の内容  ― 

供
給
処
理
施
設
の
状
況 

区 分 配管等の状況 照会先及び電話番号 

公営水道 前面 有  
松原市 上下水道部 上下水道管理課 
072-334-1550(代表） 

電   気 前面 有  
 関西電力送配電㈱ コンタクトセンター 
0800-777-8810 

都 市ガス 前面 有 
 大阪ガス㈱エナジーソリューション事業部 南部事務所 
0120-3-94817 

公共下水道    無 
松原市 上下水道部 上下水道管理課 
072-334-1550(代表） 

工 作 物  舗装有、敷地北側南側に側溝。 



実施要綱－20 

【特記事項】 

１ 現状有姿による売却ですので、物件の引渡しはあるがままの形になります。 

２ 本地は、府道大堀堺線区域外用地です。令和８年３月まで大阪府富田林土木事務所から公募による都 

市整備事業予定地の使用許可が行われていた土地となります。 

３ 建築行為等の際は、担当窓口である松原市と協議してください。 

（お問い合わせ先：松原市役所 都市整備部 まちづくり推進課 電話 072-334-1550(代表）) 

４ 本地は、大和川の河川保全区域内にありますので、当該区域で建築行為等を行う際には、河川法に基

づく許可が必要になります。 

（お問い合わせ先：国土交通省 近畿地方整備局 大和川河川事務所 堺出張所 電話 072-227-7160） 

５  本地は、文化財保護法による周知の埋蔵文化財包蔵地である「大堀遺跡」に指定されており、土木工 

事等の際は同法に基づく届出が必要です。 

（お問い合わせ先：松原市教育委員会事務局教育総務部 文化財課 電話 072-334-1550(代表）) 

６ 本地は、令和７年12月に地下埋設物試掘調査を行いました。この調査結果については大阪府財務部財

産活用課で閲覧できます。 

（お問い合わせ先：大阪府財務部財産活用課財産処理グループ 電話 06-6210-9181） 

７ 本地は、令和８年２月に土壌汚染対策法に基づく指定調査機関に委託した土壌汚染地歴調査を行い、 

「土壌汚染が存在するおそれがないと認められる土地」に分類されました。この調査結果については大 

阪府財務部財産活用課で閲覧できます。 

 （お問い合わせ先：大阪府財務部財産活用課財産処理グループ 電話 06-6210-9181） 

８ 本地は、航空法による八尾空港の進入表面制限区域内に位置しています。 

  詳しくは、下記の大阪航空局八尾空港事務所までお問い合わせください。 

 （お問い合わせ先：大阪航空局 八尾空港事務所総務課 電話 072-992-0031） 

９ 北側および西側隣接地の工作物の一部が本地内の上空に越境しています。この越境物については隣接 

者の間で覚書を締結しています。これらの取扱いについては、落札者において隣接者と協議してくださ 

い。覚書については、大阪府財務部財産活用課で閲覧できます。 

 （お問い合わせ先：大阪府財務部財産活用課財産処理グループ 電話 06-6210-9181） 

10 土地境界確定図等は大阪府財務部財産活用課で閲覧できます。 

（お問い合わせ先：大阪府財務部財産活用課財産処理グループ 電話 06-6210-9181） 

11 供給処理施設（公営水道・電気・都市ガス・公共下水道）については、各事業者にお問い合わせくだ 

さい。 

12 売買物件の引渡し後、売買物件が数量の不足その他契約の内容に適合しないことを理由として、履行 

の追完の請求、売買代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることはできません。ただ 

し、大阪府が知りながら告げなかった内容及び買受者が消費者契約法第２条第１項に規定する消費者で 

ある場合については、この限りでありません。 
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物件番号 ３ （１）位 置 図 

広域図 

 

詳細図 
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物件番号 ３ （２） 平 面 図 
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物件番号 ３ （３） 丈 量 図 
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